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平成２８年５月 

教育委員会定例会議案等 

新潟市教育委員会 



付議事件 



議案第８号

平成２８年６月議会定例会の議案について

平成２８年６月議会定例会の議案について市長より意見を求められたため，その意見に

ついて議決を求める。

  平成２８年５月３０日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

（１） 平成２８年度一般会計補正予算について

【学校支援課】 

損害賠償金 

歳出の部 

  事務局諸経費･･･････････････････････････････････････････････５，９８８千円

歳入の部 

  諸収入（教育費雑入）････････････････････････････････････････５，９８８千円 

[事業概要 ] 

平成２２年１０月２０日午前９時２０分頃，新潟市立小学校において発生した事故にか

かる損害賠償金について，歳入歳出予算を補正するもの。なお，賠償金として被害者に

支払った後，新潟市が加入する全国市長会学校災害賠償補償保険より，保険金として歳

入が補填される。 

[事業費 ] 

歳出：事務局事務費

補正前････････････････････････ １，９４６千円（ア）

補正額････････････････････････ ５，９８８千円（イ）          

補正後（ア）+（イ）･･･････････ ７，９３４千円

歳入：教育費雑入

補正前････････････････････････ ４，３８３千円（ウ）

補正額････････････････････････ ５，９８８千円（エ）

補正後（ウ）+（エ）･･･････････１０，３７１千円

市議会に上程前のため，非公開での実施を予定しております。

議会開催（６月１４日）まで取扱いにご注意くださいますようお願いいたします。
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（２）和解及び損害賠償の額の決定について

１ 事件の概要

（１）相手方 新潟市立小学校の児童 （女性） 

平成２２年１０月２０日午前９時２０分頃，新潟市立小学校の英語活動の時間中，

外国語指導助手（ＡＬT）が，児童を抱きかかえたまま転倒し，児童は肩を打ち，右

鎖骨骨折及び※環軸
かんじく

椎
つい

回旋
かいせん

位
い

固定
こ て い

のけがを負った傷害事故

   ※「環軸
かんじく

椎
つい

回旋
かいせん

位
い

固定
こ て い

」とは，首が回らなくなって，顔が斜めに向いてしまうよう

な状態

 （２）事故の原因

   学級は，外国語活動として買い物ごっこをしており，児童たちは学習室内を移動し

ていた。ＡＬＴは相手方児童の両脇を抱えて持ち上げたところ，コンピュータのコー

ドにつまづき転倒した。児童は，右肩から床に落ちて右肩を打った。

２ 和解に至るまでの経緯

（１） 児童は２回入院し，その後も通院しながら治療を続けた。

（２） 平成２５年８月６日，症状固定の診断を受けた。

（３） 児童は症状固定後も通院をしていたが，後遺障害の診断が無いことを確認し，

  平成２８年２月末に損害賠償額の額を算定する。

（４） 平成２８年５月初旬，児童の親権者および治療費７割を負担した保険者に，損

  害賠償額の合意を得る。

３ 対応

（１） 本件は外国語活動の時間中の，学校管理下での傷害事故であり，本事故におけ

る損害賠償額として，新潟市は児童の親権者に対し，金３，５４０，２４６円の支

払義務があることを認める。

（２） 新潟市は，保険者が負担した治療費７割分について，事故当日から症状固定日

までの，金２，４４７，５２６円の支払義務があることを認める。

４ 再発防止にむけての取り組み

教職員に対して，学校現場での事故防止に向けて，安全な教育活動ができるために，

環境整備に努めるよう，徹底した。なお，ＡＬＴについては，毎年 4 月に実施している

全体研修会および毎月実施している研修会において，事故防止に対して指導を行ってい

る。
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議案第   号

和解及び損害賠償の額の決定について 

 次のとおり和解し，損害賠償の額を決定するものとする。

  平成２８年６月  日提出

                             新潟市長 篠田 昭

１ 事件

  平成２２年１０月２０日午前９時２０分頃，新潟市立小学校において発生した事故

２ 当事者

 甲 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１

    新潟市

     代表者 新潟市長 篠田 昭

 乙 新潟市在住の女性 他１名

３ 和解の条件及び損害賠償の額

（１） 甲は，乙に対し，上記事故の損害賠償金として金５，９８７，７７２円の支払

義務があることを認める。

（２） 甲及び乙は，上記事故に関し前号に定めるもののほかは，甲と乙の間に何らの

債権債務がないことを相互に確認する。
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報  告 



文部科学省補助事業「学校支援地域本部事業」 

新潟市地域と学校パートナーシップ事業 

27年度の総括と28年度の取組

地域教育推進課 

Ⅰ 事業の目的 
本事業は，学校がさらなる学校教育活動の充実を図るとともに，豊かなコミュニティづく

りのため，地域に開かれ，地域とともに歩むことができるように，学校と社会教育施設，地

域との様々な活動を結ぶネットワークづくりや協働事業を実施し，学・社・民の融合による

教育を進めることを目的とする。 

Ⅱ 教育ビジョン等での位置づけ 
○新潟市教育ビジョン第3期実施計画（平成２７年３月策定） 

 【基本的な考え方】 学・社・民の融合による人づくり，地域づくり学校づくり 

  NEXT５ ○学・社・民の融合による教育を推進します。 

       地域と共に歩む学校づくりの推進（施策９－１） 

○新潟市地域と学校パートナーシップ事業実施要綱（平成１９年４月１日施行）

Ⅲ 27年度の総括 
 １ 事業数，ボランティア数の実績 

 ２ 地域貢献，各種団体との連携の実績
 （１）地域貢献活動 

種別 
 ①地域清掃 

  環境整備 
 ②地域防災 

③高齢者・障がい者 

への支援 

 ④地域イベント 

への協力 
 ⑤その他 

実施校数 126校 89校 99校 139校 41校 

児童生徒数 20,962人 15,162人 5,618人 13,312人 2,988人 

 （２）学びの拠点づくり 

種別 ①講演会 ②講習会・教室 
③ボランティア活動 

での学び 
④その他 

実施校数 60校 104校 81校 54校  

参加者数 7,036人 5,827人 5,219人 5,369人  

4241
11773

18565

36634
43494

505205117851718

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

のべ事業数

2597740656
64413

150797
174916

209387219848

258822

0

50000

100000

150000

200000

250000

300000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

のべボランティア数

報告　1



 （３）各種団体との連携 

 ３ 地域と学校ウェルカム参観日 

   ・実施を希望する学校の中から，各区小・中・中等教育，特別支援学校から１校以上。 

   ・全市１６校を上限として実施校を指定。 

 ４ 優れた「地域による学校支援活動」推進にかかる文部科学大臣表彰 

   ・表彰対象校 ・・・新潟市立山潟小学校，新潟市立亀田西小学校 

 ５ 市民への周知・広報活動 

   ・テレビ番組１回，市報にいがた掲載４回，区だより掲載３８回

 ６ 成果と課題 

（１） 成 果 

  ① 子どもにとって 

   ・事業が学力の向上，社会性の育成，自己肯定感の伸長に寄与している。 

   ・学習や体験活動，地域貢献活動等で，子どもがたくさんの大人とかかわり，認められる

場，ほめられる機会が増え，健やかな成長を支えている。 

  ② 地域にとって 

   ・小学校では，あいさつ運動や交通安全運動など，中学校では，防災訓練や福祉活動等，

地域と学校が一体になったり，地域に貢献したりする取組が増えている。 

   ・ボランティア活動を通して，「元気をもらう」「生きがいになる」「住民同士の結びつき

が強まる」効果が見られる。 

  ③ 学校にとって 

   ・地域教育コーディネーターのコーディネートにより，地域の自然や文化など地域のよさ

や特色を学ぶ教育活動が行われている。 

   ・地域貢献活動や各種団体との連携が進み，「地域を支える学校」との意識が芽生え始め

ている。 

  ④ 社会教育施設等にとって 

   ・公民館や図書館等，社会教育施設等との交流や連携が年々充実してきている。 

（２） 課 題 

  ① 「学・社・民の融合による教育」の意義を再確認して事業の推進が図られるよう，教職

員や社会教育関係者，地域団体等が協働できる環境をいっそう進める必要がある。 

  ② 公民館をはじめとする社会教育施設とさらに連携を進め，協働できる機会の提供が必要

である。 

  ③ 教職員の事業に対する理解，保護者・地域住民の事業に対する理解をいっそう促し，地

域との連携を充実させていく必要がある。 

  ④ 新任コーディネーターを含め，地域教育コーディネーターのスキルアップを図るため，

情報交換の機会を保障したり研修内容を工夫したりする必要がある。 

  ⑤ 広報活動をより工夫するなど，取組の様子を広く市民に事業の様子を紹介し，さらに理

解を深め，事業への協力を促す必要がある。 

種別  ①公民館  ②図書館  ③大学・専門学校  ④ＮＰＯ  ⑤企業 

実施 118校 60校 88校 77校 103校 

割合 70% 36% 52% 46% 61% 

種別  ⑥農協 ⑦自治会・町内会 ⑧コミュニティ協議会 ⑨スポーツ振興会  ⑩その他 

実施 102校 115校 152校 67校 122校 

割合 60% 68% 90% 40% 72% 

報告　2



Ⅳ 28年度の事業 （下線部は２８年度からの取組）

 １ 事業の概要 

（１） 事業推進に向けた方策 

 ① 地域教育コーディネーターの勤務環境の改善 

   ・コーディネーター複数制の推奨   ・勤務実態調査の実施

② 持続可能な事業のための研修の充実 

   ・新任コーディネーター研修の新設  ・アドバイスコーディネーターの配置

③ 特色ある教育活動と市民への周知の推進 

  ・地域と学校ウェルカム参観日の拡充 

④ 執行しやすい予算配当 

  ・配当予算総枠制への移行  ・学級数に応じた傾斜配当 

（２） 地域教育コーディネーターの勤務 

 ① 身分  新潟市非常勤職員（1年間の委嘱） 

 ② 待遇 

   ・報 酬 … 1時間1，200円  

   ・保 険 … 健康保険・厚生年金保険・雇用保険適用なし，公務災害の対象          

   ・交通費 … 通勤手当なし，市内出張旅費の費用弁償あり（車の場合＠22円/km） 

  ③ １校当たりの年間勤務時間 

   ・小学校 ９学級以下…600時間,10～19学級…630時間,20学級以上…660時間 

   ・中学校 ９学級以下…500時間,10～19学級…530時間,20学級以上…560時間 

   ・中等教育学校…560時間  ・特別支援学校…630時間  

 ※ コーディネーターを複数配置する学校に，年間25時間を追加配当する。 

 ※ 各校，週16時間の勤務を原則として実施しているが，校長の判断により勤務内容に応

じた勤務時間の柔軟な対応は可能である。 

「拡大から持続へ」 
 平成 19 年度に８校からスタートした本事業は，２５年度から全学校で実施するなど

「学・社・民の融合による教育」の中核事業として拡大してきた。その結果，のべ５万

件の事業，のべ２５万人のボランティア参加（２７年度実績，いずれも概算）を数える

など，新潟市の特色ある教育施策として定着するとともに，広く内外の教育関係者から

注目を集める事業へと成長してきた。 

 しかし，事業を取り巻く環境の変化にともない，地域教育コーディネーターの負担，

地域と協働した特色ある教育活動への支援の在り方，市民への啓発活動の充実，緊縮財

政への対応など，様々な課題が浮き彫りとなっている。 

 今後，学校がよりいっそう地域に開かれ，地域と共に歩む教育を進めることができる

よう事業スタイルを「拡大」から「持続」へと変えていく必要がある。 

 事業スタイルを変えるとはいっても，事業創設時の理念や基本方針が変わるわけではな

い。「学校が元気に，地域が元気に，そして子どもが元気に」の姿を目指し，学校教育ビ

ジョンのもと，地域教育コーディネーターのコーディネーションによって，学校教育活動

の充実と地域連携を進めていく。
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（３） 事業費等（１校当たり） 

  ① 配当額（需用費，食糧費，郵便料相当の総額） 

   ・小学校 ９学級以下…50,400円,10～19学級…60,000円,20学級以上…75,600円 

   ・中学校 ９学級以下…50,400円,10～19学級…60,000円,20学級以上…75,600円 

   ・中等教育学校…75,600円  特別支援学校…60,000円 

  ②  電話料   コーディネーター専用の携帯電話（学校に１台） 

  ③ 賃借料   パソコン,プリンター，デジタルカメラ  

（４） 本事業にかかる研修 

① 第１回地域と学校パートナーシップ事業研修 

対象区 対象者 日  時 会場 

北 区 
東 区 
江南区 

学校担当者 

地域教育コーディネーター

平成28年5月9日（月）

14:30～16:30 
東区プラザ 

秋葉区 
南 区 

平成28年5月18日（水）

14:30～16:30 
秋葉区役所 

中央区 

西 区 

西蒲区 

平成28年5月19日（木）

14:30～16:30 
音楽文化会館 

   ② 第２回地域と学校パートナーシップ事業研修 

対象校 対象者 日  時 会場 

小学校 

特別支援学校 学校担当者 

地域教育コーディネーター

平成28年11月28日（月）

14:30～16:30 

新潟ユニゾン

プラザ 

中学校 

中等教育学校 

平成28年12月6日（火）

14:30～16:30 
黒埼市民会館 

   ③ 新任コーディネーター研修 

回 対象者 日  時 会場 

第１回 

新任地域教育コーディネーター

平成28年4月27日（水）

14:30～16:30 
東区プラザ 

第２回 
平成29年1月18日（水）

14:30～16:30 
白山浦庁舎 

（５） 教職員対象の研修 

研修会名 開催月 対象 講 師 

１ 新任教頭研修 ４月 新任教頭 地域教育推進課 課長 

２ １２年経験者研修 ８月 教職員 地域教育推進課 指導主事 
３ 新任転入事務職員研修 １１月 新任事務職員 地域教育推進課 指導主事 
４ 初任者研修 １２月 教職員 地域教育推進課 指導主事 
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（仮称）国際青少年センター・（仮称）芸術創造ファクトリー基本計画概要

１理念

   新潟市教育ビジョン＝「心豊かな子ども」を育むためには、集団での活動の中で、目標をもって様々 

な体験活動などにチャレンジする場が必要   

   新潟市文化創造都市ビジョン＝文化芸術は、新たなまちの魅力作り、次代を担う若い世代を支援 

２機能・内容 ※複合機能＝国際青少年センターと芸術創造ファクトリーの機能として相互利用 

機  能 内   容 

宿泊・研修 

(複合機能含む) 

青少年の利用団体が集団宿泊体験や交流を通して、自立・協働・ボランティア

等を学べる、宿泊・研修の場 

・宿泊室・食堂（カフェ）・浴室・多目的スペース・談話室

体験活動支援 

(複合機能含む) 

海や松林等地の利を活かしたプログラムや芸術創造など、特色ある様々な学習

プログラムが体験できる場 

・野外炊飯場・体育館・工作室・音楽室・調理室・クリエイティブスタジオ 

・工房・ギャラリースペース

国際交流 

(複合機能) 

異なる文化を持つ諸外国の人々と新潟市の青少年との交流の場 

・ワークショップスペース 

・和室・コミュニティスペース 

創作活動 

(複合機能含む) 

国内外を問わず、アーティスト・クリエーターの創作活動・情報発信の場、異

なるジャンルの創作活動による新たな文化芸術の創造の場 

・工房・ギャラリースペース・工作室・クリエイティブスタジオ 

新潟文化の紹介 
新潟市ならではの文化・芸術を体感できる場 

・水と土の芸術祭アーカイブ兼ギャラリースペース 

市民交流 

(複合機能) 

施設利用者や市民の相互交流の場 

・和室・コミュニティスペース 

その他 
・野外炊事場 

※避難所指定は、施設の内容により市担当部署で検討し指定する。 

    ※食堂（カフェ）については、形態を含め要検討 

市民と行政が一体となり、青少年健全育成と文化芸術活動にかかる様々
なプログラムの展開と支援・交流のための施設を整備することにより、
感性を磨き心豊かな子どもの育成及び次代を担うアーティスト・クリエ
ーターの育成を図ります。 
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5月教委定例会 説明資料

地域教育推進課

３主な整備方針

（１）事前調査等

   ・既存施設の詳細調査（建築・設備・外構）を実施し、改修内容及び手法を検討する。 

（２）建築改修計画方針

・内装の改修は、可能な限り現状のまま利用し、撤去は最小限に留める。 

・エレベーターを新設する。 

・サインも含めてユニバーサルデザインに考慮する。 

・芸術活動や教育プログラムとの連携を考慮した改修工事の内容を検討する。 

（３）設備改修計画方針

   ・可能な限り既存設備を再利用する。 

   ・イニシャルコストとランニングコストの比較検討を行い、省エネルギー及び維持管理性に優れた設

備を採用する。 

   ・複合施設における利用者区分を管理できる設備を検討する。 

   ・再生可能エネルギー設備の設置を検討する。 

   ・利用状況や省エネルギーに対応した冷暖房設備を検討する。 

（４）外構計画方針

   ・大型バスの発着を考慮した駐車場、駐輪場を整備する。 

４スケジュール

    平成27年度 基本構想・基本計画策定 

           基本構想パブリックコメント実施（H27.12.28～H28.1.27） 

    平成28年度 基本・実施設計 

    平成29年度 改修工事  

平成30年度 施設供用開始（大畑少年センターは、新施設オープンまで開館予定） 
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平成 28 年 6 月 2 日

新潟市教科用図書審議委員長 様

新 潟 市 教 育 委 員 会

教育長 前田 秀子

平成２９年度使用教科用図書に関する資料の作成について（諮問）

 このことについて，下記のとおり諮問いたしますので，調査審議の上，答申賜

りますようお願いいたします。

記

１ 諮問事項

平成２９年度使用教科用図書に関する資料の作成について

２ 諮問理由

平成２９年度新潟市立特別支援学校及び新潟市立学校特別支援学級におい

て使用する一般図書採択の適正な実施を図るため，教育委員会が採択する際に

参考となる資料の作成について諮問します。

教科用図書の採択基準について 

下記に基づき，新潟市や学校の実態及び児童生徒の心身や学力の実態によ

る教育的必要性を的確にとらえ，最も適していると判断される教科用図書を

採択する。

 特別支援学校・学級において平成 29 年度に使用する一般図書について
は，「一般図書一覧（平成 29 年度）」に登載されている図書のうちから，
教科の主たる教材としての内容を具備した教育上適切であると判断され

るものを採択する。採択に当たっては，次の点に配慮して綿密な調査研

究を行う。

① 学習指導要領の目標や内容等を十分に踏まえること。

② 新潟市における特別支援教育の課題や重点を踏まえること。

③ 県教育委員会が提供する「研究資料」を参酌すること。
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新潟市教科用図書審議委員の委嘱について 

学校支援課 

非公開での報告を予定しており，資料は関係者のみ報告時に配布し，回収いたします。
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新潟市教科用図書審議委員会設置要綱

新潟市教育委員会

（設 置）

第１条 新潟市教育委員会に，「新潟市教科用図書審議委員会」（以下「委員会」という。）

を設置する。

（任 務）

第２条 委員会は，教科用図書について調査研究を行なうとともに，教育委員会からの諮問

に応じ，答申するものとする。

（組 織）

第３条 委員会は，小学校長，中学校長，特別支援学校長，高志中等教育学校長，教科に造

詣の深い教員及び児童生徒の保護者代表を含む一般有識者からなる委員をもって組織し，

教育委員会が委嘱する。

２ 委員会内に教科用図書採択の年度に応じて，小学校教科用図書審議会，中学校教科用図

書審議会，特別支援教育教科用図書審議会，高志中等教育学校前期課程教科用図書審議

会を組織する。

（役 員）

第４条 委員会に次の役員を置く。

① 委員長    １人

② 副委員長   １人

③ 審議会代表  小学校教科用図書審議会，中学校教科用図書審議会，特別支援教育

教科用図書審議会，高志中等教育学校前期課程教科用図書審議会 

各１人 

２ 委員長は，委員会を招集し会議をつかさどる。

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を

代行する。

４ 審議会代表は，審議会を招集し会議をつかさどる。

５ 委員長，副委員長は委員の互選によって決める。

６ 審議会代表は，委員長が委嘱する。

（研究調査）

第５条 委員会に教科用図書の専門的事項を調査研究させるため，調査部を設置し，必要数

の調査員を置く。

２ 調査員は，小学校，中学校，特別支援学校，高志中等教育学校の校長及び教員の中から
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選ぶものとし，委員会の推薦に基づき教育委員会が委嘱する。

３ 特別支援教育教科用図書調査員については，必要に応じて保護者の代表を加えることが

できる。

（委員等の任期）

第６条 委員等の任期は，当該年度末までとする。ただし，再任は妨げない。

（事務局）

第７条 この委員会の庶務に関する事項は，学校支援課において行なう。

附 則 

この要綱は平成１３年５月１４日から施行する。

  附 則

この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。

  附 則

この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。

 附 則

この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。 

 附 則

（施行期日）

１ この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。

（要綱の廃止）

２ 「新潟市立高志中等教育学校前期課程平成２４年度使用教科用図書選定委員会設置要

綱」は廃止する。

 附 則

この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 
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いじめに関する事案について 

学校支援課 

非公開での報告を予定しており，資料は関係者のみ報告時に配布し，回収いたします。
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